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１．歳入補正予算額の概要 

 

 （単位：千円、％）

 
款 補正前の額 補　正　額 補正後の額 伸び率  

 １．町税 2,767,246 － 2,767,246 －

 ２．地方譲与税 83,307 － 83,307 －

 ３．利子割交付金 776 － 776 －

 ４．配当割交付金 13,689 － 13,689 －

 ５．株式等譲渡所得割交付金 15,581 － 15,581 －

 ６．法人事業税交付金 25,366 － 25,366 －

 ７．地方消費税交付金 463,314 － 463,314 －

 ８．ゴルフ場利用税交付金 1,083 － 1,083 －

 ９．環境性能割交付金 9,210 － 9,210 －

 10．地方特例交付金 156,777 － 156,777 －

 11．地方交付税 1,311,948 － 1,311,948 －

 　うち普通交付税 1,231,948 － 1,231,948 －

 12．交通安全対策特別交付金 3,330 － 3,330 －

 13．分担金及び負担金 2,950 － 2,950 －

 14．使用料及び手数料 26,036 － 26,036 －

 15．国庫支出金 1,679,390 199,737 1,879,127 11.9

 16．県支出金 855,613 24,684 880,297 2.9

 17．財産収入 16,421 － 16,421 －

 18．寄附金 20,150 － 20,150 －

 19．繰入金 1,268,779 46,420 1,315,199 3.7

 　うち財政調整基金 1,254,511 46,420 1,300,931 3.7

 20．繰越金 21,297 － 21,297 －

 21．諸収入 66,734 － 66,734 －

 22．町債 278,362 － 278,362 －

 　うち臨時財政対策債 20,762 － 20,762 －

 歳　入　合　計 9,087,359 270,841 9,358,200 3.0
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２．歳出補正予算額の概要 

 

 

 （単位：千円、％）

 
款 補正前の額 補　正　額 補正後の額 伸び率  

 １．議会費 105,214 1,070 106,284 1.0

 ２．総務費 1,335,465 12,387 1,347,852 0.9

 ３．民生費 3,756,054 180,102 3,936,156 4.8

 ４．衛生費 886,284 49,291 935,575 5.6

 ５．労働費 8,018 － 8,018 －

 ６．農林水産業費 323,877 2,733 326,610 0.8

 ７．商工費 156,774 1,005 157,779 0.6

 ８．土木費 556,481 2,040 558,521 0.4

 ９．消防費 383,527 － 383,527 －

 10．教育費 1,079,680 22,213 1,101,893 2.1

 11．災害復旧費 10 － 10 －

 12．公債費 486,285 － 486,285 －

 13．諸支出金 2 － 2 －

 14．予備費 9,688 － 9,688 －

 歳　出　合　計 9,087,359 270,841 9,358,200 3.0



３ / ９ 

 

３．現計予算額等の状況 

(1)　現計予算額 

（単位：千円） 

 

 

 

区分
予算額 

（千円）

財　源　内　訳（千円）

 特　定　財　源
一般財源  国県支出金 地方債 その他

 当初予算額(A) 8,307,000 2,115,101 254,800 96,080 5,841,019

 補正予算額(B) 1,051,200 639,923 2,800 1,233 407,244

 第１号…６月補正 149,081 2,057 2,500 △ 548 145,072

 第２号…６月追加補正 261,971 268,119 0 0 △ 6,148

 第３号…９月補正 282,740 119,745 300 322 162,373

 第４号…10 月専決補正 12,334 10,313 0 0 2,021

 第５号…12 月補正 74,233 15,268 0 1,459 57,506

 第６号…１月臨時補正 270,841 224,421 0 0 46,420

 補正後予算額(C)…(A)＋(B) 9,358,200 2,755,024 257,600 97,313 6,248,263

 繰越明許費(D) 100,649 76,459 5,000 － 19,190

 １款．議会費 839 － － － 839

 　１項．議会費 839 － － － 839

 ２款．総務費 19,976 15,798 － － 4,178

 

　

１項．総務管理費 1,276 － － － 1,276

 ３項．戸籍住民基本台

帳費
18,700 15,798 － － 2,902

 ３款．民生費 53,514 53,514 － － －

 　１項．社会福祉費 53,514 53,514 － － －

 ４款．衛生費 1,577 1,577 － － －

 　２項．予防費 1,577 1,577 － － －

 ８款．土木費 24,743 5,570 5,000 － 14,173

 

　

２項．道路橋梁費 7,580 － － － 7,580

 ４項．都市計画費 12,141 5,570 5,000 － 1,571

 ５項．住宅管理費 5,022 － － － 5,022

 現計予算額…（C)＋(D) 9,458,849 2,831,483 262,600 97,313 6,267,453
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(2)　繰越明許費（翌年度に繰り越す予算額） 

（単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
款 項 目 補正前の額 補正額 計 伸び率

 １．議会費 860 － 860 0.0

 　 １．議会費 860 － 860 0.0

 　 　議会広報印刷製本業務 860 － 860 0.0

 ３．民生費 － 53,010 53,010 皆増

 　 １．社会福祉費 － 53,010 53,010 皆増

 
　

　 

　

物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金事業（非課税世帯追加分）
－ 45,854 45,854 皆増

 
　

物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金事業（子ども加算追加分）
－ 7,156 7,156 皆増

 ６．農林水産業費 － 10,500 10,500 皆増

 　 １．農業費 － 10,500 10,500 皆増

 　 　小規模農村整備事業 － 10,500 10,500 皆増

 １０．教育費 2,356 － 2,356 0.0

 

　

１．教育総務費 308 － 308 0.0

 　情報端末年度切替業務委託 308 － 308 0.0

 ２．小学校費 2,048 － 2,048 0.0

 
　

駒寄小学校エレベーター機器修繕工

事
2,048 － 2,048 0.0

 計 3,216 63,510 66,726 1,974.8
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４．会計別補正予算 

(1)　会計別補正予算一覧（水道事業会計及び下水道事業会計除く） 

（単位：千円、％） 

 

(2)　会計別一般会計繰入金の状況 

（単位：千円、％） 

 

 
区　　　分 補正前の額 補正額 計 伸び率  

 一　　般　　会　　計 9,087,359 270,841 9,358,200 3.0

 特　　別　　会　　計 4,000,463 2,445 4,002,908 0.1

 

　

学校給食事業 142,494 0 142,494 0.0

 国民健康保険事業 1,950,975 0 1,950,975 0.0

 介護保険事業 1,621,610 2,445 1,624,055 0.2

 後期高齢者医療事業 285,384 　 285,384 0.0

 合　　　　　　　計 13,087,822 273,286 13,361,108 2.1

 
区　　　分 補正前の額 補正額 計 伸び率  

 特　　別　　会　　計 473,748 1,363 475,111 0.3

 

　

学校給食事業 52,322 － 52,322 －

 国民健康保険事業 125,618 － 125,618 －

 介護保険事業 231,720 1,363 233,083 0.6

 後期高齢者医療事業 64,088 － 64,088 －

 水 道 事 業 会 計 20,000 － 20,000 －

 下 水 道 事 業 会 計 233,800 － 233,800 －

 合　　　　　　　計 727,548 1,363 728,911 0.2
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５．一般会計主要事業概要 

○表示項目について 

 

 

 ①　所属 当該事業を所管する所属名

 ②　款項目番号及び名称 当該事業が予算書上に属する款項目番号及び款項目名

 ③　事業コード・事業名称 当該事業における財務会計システム上の番号及び事業名称

 ④　補正前額 当該事業における補正前額の事業費と財源の内訳

 ⑤　補正額 当該事業における補正額の事業費と財源の内訳

 ⑥　補正後額 当該事業における補正後額の事業費と財源の内訳

 ⑦　事業概要 当該事業の総括的な説明

 ⑧　主な予算額内容 当該事業における主な予算額について予算書の説明欄に表示の単位で記載しています。

 ⑨　主な補正内容 当該事業における主な補正内容を具体的に記載しています。

 ⑩　歳出詳細（節名称～補正予算額） 当該事業における歳出予算の節毎の内訳及び補正予算額

 ⑪　歳入詳細（歳入種別～充当額） 当該事業における財源のうち、特定財源の内訳及び充当額

 その他全般事項 金額については、全て千円単位となります。

 掲載事業については、財務会計システム上の新規事業を掲載しております。なお、職員人

件費のみで構成される事業及び内部的な事務のみの事業など一部の事業は、対象外として

おります。
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会計 所属

第 款 第 項 第 目

⑤
⑥

①
事業コード 事業名称

補正前額 ④

事業説明

② ③

事業費
左の財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正額

補正後額

【事業概要】 【主な補正内容】

⑦

⑨
【主な予算額内容】

⑧

⑩ ⑪

歳出詳細 歳入詳細

節名称 細節名称 補正予算額 歳入種別 歳入名称 充当額
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会計 所属
第 03 款 第 01 項 第 01 目

事業費

【事業概要】 【主な補正内容】

【主な予算額内容】

　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、物価高の影響を特
に受けている低所得世帯（令和６年度住民税非課税世帯）に対し、１世帯当た
り３万円の支給を行います。

○給付対象者
　令和６年度住民税非課税世帯の世帯主

○給付額
　１世帯当たり３万円

○対象世帯数
　１，７００世帯

19扶助費 その他の扶助 51,000

11役務費 手数料 187
12委託料 事務、業務委託料 561

10需用費 印刷製本費 251
11役務費 通信運搬費 567

歳入詳細
節名称 細節名称 補正予算額 歳入種別 歳入名称 充当額

10需用費 消耗品費 100 15国庫支出金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 52,666

口座振込手数料（低所得世帯支援・非課税世帯追加分） 187

歳出詳細

事業説明

物価高騰対応重点支援給付金（低所得世帯支援・非課税世帯追加分） 51,000
通信運搬費（低所得世帯支援・非課税世帯追加分） 567
事務、業務委託料（低所得世帯支援・非課税世帯追加分） 561
印刷製本費（低所得世帯支援・非課税世帯追加分） 251

補正額 52,666 52,666 0 0 0
補正後額 52,666 52,666 0 0 0 0

左の財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 0 0 0 0 0 0

一般会計 福祉室
事業コード 事業名称

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 105281 物価高騰対応重点支援給付金（非課税世帯追加分）(福祉室)
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会計 所属
第 03 款 第 01 項 第 01 目

事業費

【事業概要】 【主な補正内容】

【主な予算額内容】

　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、物価高の影響を特
に受けている低所得世帯（令和６年度住民税非課税世帯）に対し、その世帯に
属する１８歳以下の世帯員１人につき２万円の支給を行います。

○給付対象者
　令和６年度住民税非課税世帯の世帯主

○給付額
　１８歳以下の世帯員１人につき２万円

○対象児童数
　３５０人

19扶助費 その他の扶助 7,000

11役務費 手数料 28
12委託料 事務、業務委託料 561

10需用費 印刷製本費 31
11役務費 通信運搬費 28

歳入詳細
節名称 細節名称 補正予算額 歳入種別 歳入名称 充当額

10需用費 消耗品費 100 15国庫支出金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 7,748

通信運搬費（低所得世帯支援・子ども加算追加分） 28

歳出詳細

事業説明

物価高騰対応重点支援給付金（低所得世帯支援・子ども加算追加分） 7,000
事務、業務委託料（低所得世帯支援・子ども加算追加分） 561
消耗品費（低所得世帯支援・子ども加算追加分） 100
印刷製本費（低所得世帯支援・子ども加算追加分） 31

補正額 7,748 7,748 0 0 0 0
補正後額 7,748 7,748 0 0 0 0

左の財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 0 0 0 0 0 0

一般会計 福祉室
事業コード 事業名称

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 105282 物価高騰対応重点支援給付金（子ども加算追加分）(福祉室)


